
様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管股び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

年 月 日

金沢市長 殿

／､、

汽市経、
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並． ↓ 所一 一一一一一
届出者

件所金沢市広坂1丁目1番1号

氏名金沢市長村山卓
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号220-2215

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）
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ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条k

の規定に基づき、令和 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

’ １
１
１
１

保管事業場の名称 大浦第二排水機塲

保管事業場の所在地 金沢市束蚊爪町マ119-3

’ |電話番号’電話番号特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 主任技師横山樹 220-2215

I保管の場所

①前年度の3月3旧に保管していたポリ塩化ピフエニル廃棄物

’’ 保管の状況廃棄物の型式等 量

処分予

定

年月

台数又’
は

容器の

数
型式製造年月表零回号

濃度

区分

処理業者との

調整状況囲い等 分別・
の有無混噺の

漏れ等

の

おそれ

参考事項総重最
（ 1台当たり

砺量×台数）

番号 廃棄物の種類 容器の

性状蕊製造誉名
1
1

国
プラス

チヅク

容器

その他

プラスチック

容器箱

囲い

有、掲

示有

低濃度 分別 なしR5 l 箱 1.002-002

I
－

’’
~
~
~
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(日本産業規格A列4番）



（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

図
’ 廃棄物の型式等 量

保管開始

年月日

保管開始
理由

総重量
（ 1台当たり

飛母×合致）

定格 ｜
製造者名 型式 製造年月

容量

参考事項廃棄物の種類番号 表示記号

等

台数又は

容器の数

’箱 1.0 k9、ﾌﾗ鄭ｻｸ容
器箱

その他

プラスチック容
器箱

他の事業場から移動低濃度 R5.3.3

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

量廃棄物の型式等
移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

保管終了
年月日

保管終了

理由

濃度

区分

ト

ト

蕊|製造脅名型式
参考事項総重量

（ 1台当たり

喧凰×台数）

番号 廃棄物の種類 製造年表示記号
月 等

台数又は

容器の数
1

■■ ’■ 卜
④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

自ら処分した場合 処分を委託した場合量廃棄物の型式等
濃度
区分表示記号

等

参考事項総重量
（ 1台当たり

亜jrt;.<台数）

番号 廃棄物の種類 処分

年月日
処分

年月日

処分委託

年月日

処分受託者の

名称

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

定格

容量

製造年

月

台数又は
容器の数型式 ~

製造者名

’

■
■
■ １

I

’’



(第3面）

2，ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

’ |電話番号’電話番号
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名

所在の場所

①前年度の3月3旧に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

製品の型式等 廃棄の見込み 鼠

濃度
区分

総重量
（】台､Iiたり
11賊×台数）

参考事項番号 製品の種類 定格
容量

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数製造者名 型式 製造年月表示記号

等

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量

所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由

総重量
（1台当たり
遁最×台数）

参考事項製品の種類番号 定格
容量

台数又は
容器の数製造者名 型式 製造年月表示記号

等

Ｉ



（第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の型式等 量

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

番号 製品の種類 総重量
（1台2【iたり
電最×台数）

参考事項
蕊製造者名 型式製造年月表零号

台数又は
容器の数

Ｉ

1~ この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2~ 届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ボリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び
「所在事業場の所在地」の棚には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4． 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例；28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の棚には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の柵には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号
等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油） 。

7~ 「処分予定年月」の欄には、高濃度ボリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の棡のうち、 「台数又は容器の数」の柵には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9~ 「量」の柵のうち、 「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ボリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ボリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の梢のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の欄のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14~ 「保管の状況」の欄のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

15. 「保管の状況」の棚のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



(第5面）

16． 「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する
こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の柵には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例： 「屋内で保管j 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kgj 、
「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の柵には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。
19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の柵には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20． 「処分年月日」の柵には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ボリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ボリ塩化ビフェニル使用
製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ボリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

24この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用をlこめ、廃棄物とすることをいう。

25． 「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については
記載しなくて構わない。

26． この届出に係るボリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を
受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた
めこれらの書類を添付することができない場合は、 当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下
の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知
を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28．都道府県知事が定める部数を提出すること。
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様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管股び処分状況等届出書（保管半業者及び所有事業者用）

年 月 日

金沢市長 殿

ｒ
ｑ
‘
Ⅱ
け

ｒ

一

申

’

ｑ
■
Ⅱ
Ⅱ
１
月
。

Ｆ

虹

》

ｘ

一

つ

Ｊ

Ｆ
Ｔ
・

ｄ

－

卸

『

卜

芋

ｌ

ｉ
ｒ

ｌ

Ｉ

ｒ

Ⅱ

ｑ

■

へ

ｒ

一

Ｊ

△

一

Ｆ

『

）

出

／

：

乙

洲

届出者

仲所金沢市広坂1丁目1番1号

氏名金沢市長村山卓
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号220－2215

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条k

の規定に基づき、令和 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

Ⅱ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

β

Ｐ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

’ 保管事業場の名称 東蚊爪N0. 2排水機場

保管事業場の所在地 金沢市東蚊爪町卜43-4

|電話番号ll’電話番号’特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 主任技師横山樹 220-2215

保管の場所

①前年度の3月3旧に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物

量 －廃棄物の型式等 保管の状況

処分予
定

年月
開い等

の有無

I 台数又
は

容器の

数

濃度

区分

処理業者との

調整状況
漏れ等
の

おそれ

分別・

混在の

別

参考事項

型式製造年月郵号
総重邑
（ ］台叫たり

nfitx台数）

番号 廃棄物の種類 容器の

性状
定格

容量 製造者名

－

(日本産業規格A列4番）



（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ鳩化ビフェニル廃棄物

| ’廃棄物の型式等 量

濃度
区分

保管開始
年月日

保管開始
理由製造者名 型式

番号 廃棄物の種類 台数又は 1
容器の数

総重量
（1台当たり

輌瞳×台数）

参考事項定格

容量

表示記号

等
製造年月

■
③前年度中に他の事業塲又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

｜ 量廃棄物の型式等
濃度

区分

保管終了
年月日

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

番号 廃棄物の種類 総重量
（ ］台当たり

雨量×台数）

参考事項

蕊製造省名 型式 製腎年表零号
台数又は

容器⑳数
その他

プラスチック
容器箱

その他

プラスチック
容器箱

l n 1.0 kg
他の事業場

に移動
大浦第二排水機場

金沢市東蚊爪町マ119-3
低濃度02-002 R5. 3.3

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

｜ 量廃棄物の型式等 自ら処分した場合 処分を委託した場合
濃度
区分製趣名 剰式 製造年表示記号

月 等

番号 廃棄物の種類 総重量
（1台当たり
耐品,<台数）

参考事項定格

容量

処分

年月日
処分委託

年月日

処分

年月日

台数又は

容器の数
処分後の廃棄物の

種類及び処分先
処分受託者の

名称

’

’
■I | ’ ’ ’



(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

｜
’ |電話番号’電話番号

ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

所在の場所

①前年度の3月3旧に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

製品の型式等 廃棄の見込み 量

濃度
区分

’ ’
参考事項番号 製品の種類 総重量

（1台甥たり
萌隈×台数）

定格
容量

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

製造年月 表示記号
等

製造者名 型式

｜ ’

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 鼠

所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由

総重量
（1台当たり
砿哉×台数）

参考事項製品の種類番号 台数又は
容器の数

定格

容量
製造者名 型式 製造年月 表示記号

等
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③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の型式等 量

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

番号 製品の種類 総重量
( 1台､'iたり
順最×台数）

参考事項
蕊製造脅名 型式製造年月表零号

台数又は
容器の数

■■■■■■■

1． この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。

2届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の柵には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4~ 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例： 28－001）を付すこと。なお、前回ま

での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の柵には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の柵には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号

等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の欄には、高濃度ボリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ボリ塩化ビフェニル

廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の欄のうち、 「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の欄のうち、 「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の柵には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

度ボリ塩化ビフェニル使用製品の略称「低濃度」とは高濃度ボリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

1 1 ~ 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たボリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の欄のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の欄のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

こと。

14． 「保管の状況」の棚のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

15． 「保管の状況」の欄のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考
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16． 「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ボリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の柵には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例； 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△Ⅲg/kg」 、

「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

こと。

18~ 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の棚には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の棚には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

20． 「処分年月日」の棚には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ボリ塩化ビフェニル使用
製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ボリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23． 「高濃度ボリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ボリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

25． 「廃棄予定年月」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ボリ塩化ビフェニル使用製品については
記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を
受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた
めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、 当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下
の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知
を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27~その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

28．都道府県知事が定める部数を提出すること。



様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ビフエニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

令和5年6 月29日
金沢市長 殿
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届出者

住所金沢市松寺町未59番地1

氏名金沢市農業協同組合
代表理事組合長虎本重

電話番号076-237-0002

号ご減第

～受付

ポリ塩化ピフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）
の規定に基づき、令和 4年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

’

ｊ
ｌ

保管事業場の名称 金沢市農業協同組合本店

金沢市松寺町未59番地1保管事業場の所在地

’ |電話番号’電話番号特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 安田誠 076-237-0002

’保管の場所 1階倉庫

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ピフェニル廃棄物

｜ 量 ’廃棄物の型式等 ’保管の状況
処分予
定

年月

台数又
‘ は

容器の
数

濃度
区分

処理業者との
調整状況

分別・

混在の
別

漏れ等
の

おそれ

番号 廃棄物の種類 総重量
（1台当たり

肛母×台敷）

参考事項定格

容量
表示記号

等

容器の

性状
等
無

い
有

囲
の製造者名 型式 製造年月

’ ’
(日本工業規格A列4番）
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②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ピフェニル廃棄物

廃棄物の型式等
皇
塁

濃度
区分

保管開始
年月日

保管開始
理由

廃棄物の種類番号 総重量
（1台当たり
誼量×台数）

参考事項定格
容量

表示記号
等

台数又は
容器の数

製造者名’ 型式 ｜製造年月

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ピフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等 量

濃度
区分

保管終了
年月日

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

番号 廃棄物の種類 総重量
（1台当たり
重熾×台数）

参考事項定格
容量 製耆年|表零号

台数又は
容器の数

製造者名｜型式

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 量 自ら処分した場合 処分を委託した場合
濃度
区分

廃棄物の種類番号 総重量
（1台当たり
並趾×台数）

参考事項定格
容量

製造年
月

処分
年月日

処分受託者の
名称

処分
年月日

表示記号
等

台数又は
容器の数

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分委託
年月日

製造者名 型式

中間貯蔵・環境安全

事業株式会社
(東京都港区芝1-7-17）

蛍光灯用
安定器

日立製作
所

識
度

41-RH-

16

1966

(S41)
40W×1 その他24－2 16台 28.0 k9 R4.10. 18

中間貯蔵・環境安全

事業株式会社
(東京都港区芝1-7-17）

蛍光灯用
安定器

罪
度

松下電工 その他40W×2 不明24-3 3台 4．95 kg R4.10. 18SMZ4021HA-8

中間貯蔵・環境安全

事業株式会社
(東京都港区芝1－7－17）

蛍光灯用
安定器

諦
度

松下電工110W×2 不明 その他24-4 6台 38.4 kg R4.10. 18SMZ4021HA-3

中間貯蔵・環境安全

事業株式会社
(東京都港区芝1-7-17）

蛍光灯用
安定器

識
度4f~!喧伝}. | 不明日立()2－1 2台 3.8 kg R4．10． 18

~

中間貯蔵・環境安全

事業株式会社
(東京都港区芝1-7-17）

蛍光灯用
安定器

42-RSC-l6

（FCD-
3337s）

識
度

日立 不明02-2 1 台 2.3 k9 R4. 10. 18
~

中間貯蔵・環境安全

事業株式会社
(東京都港区芝1-7-17）

蛍光灯用
安定器

42-RSC-l6

（FCD-

3139s）

鍬
度

日立 不明02－3 2台 4．6 k9 R4. 10．18

中間貯蔵・環境安全

事業株式会社
(東京都港区芝1-7-17）

蛍光灯用
安定器 ’

42-RSG16

（FCD-
3238S)

識
度

日立 不明02－4 8台 18．5 kg R4. 1018
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2．ポリ塩化ピフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

|電話番号’電話番号
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名

’所在の場所

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。 ）

製品の型式等 廃棄の見込み 量

濃度
区分

製品の種類番号 総重量
（1台当たり
亜飛×台数）

参考事項定格
容量

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数製造者名｜ 型式 ｜製造年月|表奮号

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量

所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由’

製品の種類番号 総重量
（1台当たり
亜趾×台数）

参考事項定格
容量

台数又は
容器の数

表示記号
等

製造者名 型式 製造年月
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③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品

製品の型式等 量

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

製品の種類番号 総重量
（1台当たり
砿熾×台数）

参考事項
蕊|製造者名

台数又は
容器の数

表示記号
等

型式 ｜製造年月

1． この届出書は、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフエニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の棚には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び
「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4． 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例: 28-001)を付すこと。なお、前回ま

での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。
5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の棚には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月j及び「表示記号

等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること （例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ピフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の欄のうち、 「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の欄のうち、 「総重量」の柵には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度jとは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ピフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の欄のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況jの欄のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14． 「保管の状況」の欄のうち、 「分別・混在の別」の柵には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況」の欄のうち、 「漏れ等のおそれ」の柵には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



(第5面）

16~ 「処分業者との調整状況」の棚には、高濃度ポリ塩化ビフエニル廃棄物及び高濃度ボリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する
こと。低濃度ポリ塩化ピフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の棚には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること （例； 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、
「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の棚には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の棚には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

20． 「処分年月日」の棚には、実際にポリ塩化ピフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフエニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ピフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

25． 「廃棄予定年月」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフエニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については
記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を

受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた
めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下

の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知

を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27~その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28~都道府県知事が定める部数を提出すること。
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様式第一号（一） (第九条、第二十条及び第二十七条関係）
（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

令和ぢ‐年lo月ﾆﾕ･日
殿金沢市長

届出者

住所東京都文京区小石川4－20－5
氏名金沢商事株式会社

代表取締役青山孝治
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号03-3816-3330

/釜沢市進型
"5年W24

弓ご減第
～受付

ポリ塩化ピフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）
の規定に基づき、令和 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

保管事業場の名称 青山ピル

保管事業場の所在地 石川県金沢市片町1－20－15

’ ｜ 電話番号 ’電話番号特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 常務取締役青山邦宏 03-3816-3330

’保管の場所 石川県金沢市片町1－20－15



①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

保管の状況量廃棄物の型式等

台数又総重量
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(日本工業規格A列4番）

(第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ピフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 量

参考事

項

保管開始

理由

保管開始

年月日

濃度

区分
総重量
（1台当たり

童量x台数）

廃棄物の種類 台数又は

容器の数

番号

蕊|製造者名｜ 型式 表示記号等製造年月

取り外し2021.9. 1
年
年

２

２

７

７

９

９

１

１

へ
一

年
年

７

７

６

６

９

９

１
１コンデンサー

3kg未満

25SDS－40-1

25SDS-100

-マノレコン

電子
高濃度2 11. 15kg

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等 量

移動先の保管の場所並びに事業者

又は事業場の名称及び所在地
保管終了

年月日

保管終了

理由

濃度

区分
参考事項廃棄物の種類 総重量

（1台当たり

重量x台数）

番号 台数又は

容器の数鑿|雛者名~ 型式｜製造年月1表示記号等

函■■■■



④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

｜ ‐ 自ら処分した場合 処分を委託した場合

’
量廃棄物の型式等

濃度

区分
総重量
（1台当たり

喧熾x台数）

|廃棄物の種類 参考事項

獅鱸E|処分議者の
処分
年月日熱|懲裳耀箕言

台数又は

容器の数

番号

襄篁|製造者名|型式|製造年月 表示記号等

(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

|電話番号’電話番号ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

’所在の場所

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。 ）

量廃棄の見込み製品の型式等

濃度

区分
総重量
(1台当たり重

堂x台数）

参考事項台数又は

個数

処分業者との

調整状況

廃棄予定

年月

製品の種類番号

麓|製造都 製造年月I表示記号等型式

1
1



●

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

量製品の型式等

所有開始

理由

所有開始

場所

所有開始

年月日
総重量
(1台当たり重

量X台数）

参考事項台数又は

容器の数

製品の種類番号

鑿|製造者名 製造年月 表示記号等
■

■

■

■

■

■

■

Ｕ

Ｉ

■

■

Ｕ

■

■

■

■

■

■

■

４

■

■

４

■

●

■

▲

甲

●

。

■

◇

、

■

争

■

■

５

５

■

日

日

■

■

■

Ⅱ

■

■

Ｕ

■

■

ｑ

ｌ

■

■

■

型式

(第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

量製品の型式等

移雲撫鱸蕊辮壼者I所有終了

年月日

所有終了

理由
参考事項総重量

(1台当たり重

批x台数）

製品の種類番号 台数又は

容器の数鑿i製造灘 型式i製造年月 表示記号等

■
■
■
ｅ
●
■

この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ピフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。
「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の棚には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び
「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。
「番号」の柵には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例： 28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。
「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。
「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号
等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油） 。

備考 １

２

３

4

５

６
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7． 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフエニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の欄のうち、 「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ピフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の欄のうち、 「総重量」の欄には、ポリ塩化ピフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ピフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のポリ塩化ピフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ピフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の欄のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ピフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例； 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の欄のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14． 「保管の状況」の欄のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況」の欄のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ピフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

（第5面）
16． 「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ピフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する
こと。低濃度ポリ塩化ピフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること （例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、
「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。
19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20． 「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。
21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ピフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ピフエニル使用
製品以外のポリ塩化ビフエニル使用製品については、ボリ塩化ピフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

24~ この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。
25． 「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ピフエニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフエニル使用製品については
記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ピフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を
受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた
めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下
の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知
を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28．都道府県知事が定める部数を提出すること。



AII

§ ↑
p 今

戸巳画一

PCB保管場所

』
事務所内倉庫

I
ウ
．
ｉ

１

町
『
、
ユ
ョ
華

－

一

》

一

一

’

11 PCB保管場所(全体）

I
一

一

一

一

一

I
一

一

ゲー

~



PCB保管容器重量

ペール缶(165kg)

PCB保管容器内

2.45kg(蓋なし）

PCBの重量十保管容器重量

2.80kg(蓋あり）

し 呪
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①

PCB合計重量

1.15kg

PCB重量

型式:25SDS-40-1

製造年:1967～1972年

6509

f踏膨混浮驚聴秘

画
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PCB重量

型式:25SDS-100
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〉
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様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）
（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）
年 月 日

殿金沢市長

届出者
住所石川県金沢市南町1－1

氏名金沢信用金庫理事長忠田秀敏
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号076-262-2111

洪筆15条曙ぴ第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条におし
の規定に基づき、令和 4年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

-斗|函業場“稀]’唖業場“称｜
匿場の函

金沢信用金庫

石川県金沢市南町1－1’
’
1

076-231-0029

~~

||電話番号’電話番号
’ ’特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

金沢信用金庫本店地下2階及び金沢信用金庫片町出張所電気室
~

’保管の場所 ~

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物
保管の状況’~廃棄物の型式等

「 i分別，
混在の

1 別

｜ 分別

容器の｜囲い等
性状 ｜の有無

坐一

m鐘萎

処分予

定

年月

！漏れ等
I の

|おそれ

処理業者との

調整状況

函
鶴

蕊i製…| 型式

副"伽'嘩柵K]

参考事項

|製造年月

| ，4？

廃棄物の種類番号

’
１

１

１

柵光支店より移
動(Ⅱ24‘9．7）

m
|,繕“13-003

調整中なし
変圧器（トランス） 1

’
禍光支店より移

動(H2&.9．7）’
Ｉ
１
１
１
１
ｌ

Ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
ｒ
ｒ
卜
向

調整中分別PS6－
変圧器（トランス）

:6DP30Kll

R|"|蟹鳴i 示無

I

’
糊光支店より移
勤(''24.9.7）

’
調整中冷却方式 なし分別

変圧器（トランス）13-004 0NAN



１…|露""、賀"’変圧器（トランス〕

１
１
１

l 開い
'無、掲

！ 示無

’
1

75 KVA 東芝 HCTR-L5

~
~
~
~
~
~
~
~
~

~
~
~
~
~
~
~
~
~
~

冷却方式
0NAN

吊光支店より移
動〔H2‘1｣9－7）

なし 調整中低濃度 分別 なし1 台540.0 kgS47

~； 囲い

|無、掲
｜ 示有

15 KVA東芝電材6Ml, i '964年
片町出張所電気

室にて保管中
なし 調整中低濃度1 ．』堂192.0 kgロ 分別 なし変圧器（トランス）24－002

_RM｣｣967年30 KVAI東芝電材6DP30K11 :
｜ 囲い i
l無、掲！
｜ 示有 i

分別 ｜ なし
1

片町出狼所電気

室にて保符中
なし 調整中低濃度1 台 268.0 kg変圧器（トランス）24-003

－

’100 A i弾電機I DSZ-2 1 1967年
容器内

に液だ

まり有

閉い 1

無、掲i
示有 ：

金属製
箱

片町出投所電気

室にて保符中調整中低濃度 分別1 台 78.0 kgその他地気機械器具24-004

0.3 KVA;東京芝浦砿気鵬-2020T 1965年その他

~
~
~
~
~
~
~

~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~

《

ロ

題い

無、掲

示有

金属製
箱

片町出張所電気

室にて保管中調整中低濃度 分別 なし11-001 コンデンサー（3kg未満） ~

~
~
~
~
~
~

~
~
~
~
~

「

’
I

I
1

’I

’ I

ｌ
ｌ
ｉ

1

~

’
~
~
~
~
~
~
~

1

1

I

1
1

~~

~
~
~
~

~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~

I

I
］ I

■
■

~

~

~
~
~
~
~

~
~
~
~
~
~
~

~

~
’

隻~
~
~
~
~
~

~
~
~
~

一

~

~

」

I

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~
~
~
~

I ~

~

~
~

~
~
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~
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(日本工業規格A列4番）
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（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ピフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 量

保管開始
理由

濃度
区分

保管開始
年月日

~

~
~
~
~

’

'製緋｡ '表誓号i

~~~~

■
ｂ
ｒ
ｒ
Ｉ
ト
ー
，
Ｌ
Ｉ
。

参考事項廃棄物の種類 総重量
（1台当たり
砿賦×台数）

番号 台数又は
容器の数

定格
容量

製造者名 型式

I

Q

F

［

~
~
~
~
~
~
~
~

~~

｜

’
ｌ

卜

巴

ﾛ

ト
■

q

’

’

1

’
0

1

~
~
~
~
~

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等
昼
里

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

濃度
区分

保管終了
理由

保管終了
年月日り

１

量
銃
錘

謹
脂
幟

は
数

又
の

数
器

台
容

参考事項番号 廃棄物の種類

蕊i製造者名
燕
等

号

I

』
■
■
且
’
１
日
Ｉ
Ｄ
Ｉ
ｌ
ｑ
■
■
Ｊ
■
ロ
Ⅱ
１

【

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ピフェニル廃棄物

処分を委託した場合自ら処分した場合廃棄物の型式等 量

濃度
区分

’

1製造者名I
i
l
●

~~~~ 参考事項
り

ｊ

量
た
数

繧
峠
嘩

は
数

又
の

数
器

台
容

廃棄物の種類番号 処分
年月日

|表示記号
｜ 等
’

処分受託者の
名称

処分委託
年月日

定格
容量 型式|製育年

W I 2,…｡|襲蕊(静|…"“0

FRF- |
IM21S3710 6 台|25.5 kg 雛

度大光蛍光灯用安定器 2217-001

W I
~
~
~
~~~ 埋蕊潮"…!”大光 |脱’ s37｣0

錨
度蛍光灯用安定器 22 2023年3月28日17-002 6

《
ロ 25.5 kg

’260 W I 台' 7~0 ‘‘
I鞭蓬 |蝋| 不鯛 ’1 ｡|鰹蕊(瀞|…卿“

雛
度蛍光灯用安定器 2023年3月2818－001 1



自ら処分した場合 ｜ 処分を委託した場合廃棄物の型式等 量

濃度
区分

1

1

1

~~~
~
~

|製造者名’ 璽謹|製葺嘩|壼零．！

参考事項台数又は’総重量
容器の数|艫謝

廃棄物の種類番号 処分
年月日

処分
年月日

処分委託
年月日

処分受託者の
名称

定格
容量

処分後の廃棄物の
種類及び処分先 ７

４

1

台' 7~0
1

｜

不明 ’
l

260 W I 東芝
認
度

F服-2-

9626B

~
~
~
~
~

蛍光灯用安定器
I
E

1

1 k920－001

I

26｡ wl 東芝 I Ewr l
i 9626B i

9

【

~

~
~
~
~
~2，鯛隼…畷蕊(静|…周i‘，

罷
度

台’ 7．0
1
1

不明蛍光灯用安定器 1 k920-002

！

~
~
~

~

~
~
~ ［ 台' 7~0 ＊‘ "…"|型鍵(議…卿'‘。

識
度

;F班－2－

| 9626B
W I 東芝 不明蛍光灯用安定器 26021-001
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2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称 金沢信用金庫本店及び片町出張所

金沢市南町1－1 ・金沢市片町1－5－22所在事業場の所在地

|電話番号’電話番号

｜

’
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名
076-231-0029

｜
’

所在の場所 事業所の所在地と同じ

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。 ）

廃棄の見込み 量製品の型式等
濃度
区分

参考事項総重量
（1台当たり
砿駄×台数）

製品の種類番号 廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

定格
容量 製造年月 |表奮号製造者名

片町出張所電
気室にて使用
中

東芝電材6D:::51] 調整中 低濃度1 台| 201.0 kg変圧器（トランス） 1966年7月24-005 30 KVA

１
口

本店電気室に
て使用中

低濃度調整中
一
口変圧器（トランス） 150 KVA三菱電機I SF-T I 1984年 405.0 kg124-006

本店電気室に
て使用中

低濃度調整中 1 台|570.0 kg変圧器（トランス） 200 KVAI三菱電機 RA-T I 1984年24-007

本店電気室に
て使用中

低濃度調整中変圧器（トランス） 1 台|835.0 kg三菱電機 1984年24-008 RA-T300 KVA

本店電気室に
て使用中

調整中 低濃度1 台860.0 kg変圧器（トランス） 300 KVAI三菱電機I RA-T 1984年24-009

本店電気室に
て使用中

低濃度調整中変圧器（トランス） 1 台1,300.0 kg三菱電機I RA-T 1984年24-010 500 KVA

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量

所有開始
理由

所有開始
年月日

所有開始
場所

参考事項総重量
（1台当たり
破獄×台数）

製品の種類番号 台数又は
容器の数

定格
容量 製造者名｜ 型式 ｜製造年月 |表雪号

■■
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③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品

製品の型式等 量

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地朧着名| 型式製造年月|表示記・‘ 等

参考事項｜総重量
I （1台当たり
I重量×台数）

製品の種類番号 定格
容量

台数又は
容器の数

’
｡

｡

Ⅱ

1． この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び
「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ピフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4． 「番号jの欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例： 28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。
6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号
等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の欄のうち、 「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9~ 「量」の欄のうち、 「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ピフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のボリ塩化ピフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにボリ塩化ピフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の欄のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の欄のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14． 「保管の状況」の棚のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15~ 「保管の状況」の棚のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考
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16． 「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ボリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する
こと。低濃度ポリ塩化ピフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、
「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

こと。
18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。
19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20． 「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。
21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先jの棚には、ポリ塩化ピフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ピフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用
製品以外のポリ塩化ビフエニル使用製品については、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ボリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフエニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。
25． 「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフエニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については
記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を
受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた
めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下
の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知

を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28．都道府県知事が定める部数を提出すること。
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5 年 6 月 1 日

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等
囲い等
の有無

分別・
混在の別

漏れ等の
おそれ

20…1 KVA 東芝 PS6-K2 S49 2 台 528.0 kg 低濃度
囲い無、
掲示有

分別 なし

住　所

氏　名

電話番号

濃度
区分

金沢市米泉町7丁目54番地

金沢市米泉町7丁目54番地

076-241-3141

なし
変圧器（トラン

ス）

処理業者との
調整状況

50

廃棄物の種類

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

保管の状況

容器の
性状

金沢製粉株式会社

殿

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

届出者   

の規定に基づき、令和

定格
容量

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

電話番号

量

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

（第１面）

保管の場所

4 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

金沢市米泉町7丁目54番地

専務取締役　　寺田　将紘

様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）

番号

①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等

処分予定
年月

保管事業場の所在地

076-241-3141

金沢市長

保管事業場の名称

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

参考事項

金沢製粉株式会社

代表取締役　　寺田　匡



27…1 KVA 東芝 HCTR-S1 S50 285724 1 台 920.0 kg 低濃度
囲い無、
掲示有

分別 なし

27…2 KVA
大阪変圧

器
TOSW-VP S40.03 2324200 1 台 212.0 kg 低濃度

囲い無、
掲示有

分別 なし

なし

30 なし
変圧器（トラン

ス）

（日本産業規格　Ａ列４番）

変圧器（トラン
ス）

200



型式 製造年月

型式 製造年月
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

廃棄物の型式等

製造者名
定格
容量

定格
容量

処分
年月日

表示記号
等

量

濃度
区分

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分
年月日

自ら処分した場合

廃棄物の型式等

表示記号
等

製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

廃棄物の種類

量

型式 製造年月製造者名

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

番号 廃棄物の種類

番号 廃棄物の種類 参考事項

保管終了
年月日

参考事項

量

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分を委託した場合

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

（第２面）

番号

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

濃度
区分

保管開始
理由

参考事項
保管開始
年月日定格

容量



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

製品の型式等

製品の種類

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

量
所有開始
理由

所有開始
場所

所有開始
年月日

参考事項台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

定格
容量

台数又は
容器の数

製品の型式等

電話番号

番号

廃棄の見込み

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

参考事項定格
容量

量

ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

所在の場所



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

備考

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の種類

製品の型式等
所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項番号

量

定格
容量

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

１．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    こと。

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

    廃棄物については記入しなくて構わない。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。



１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

（第５面）



年 月 日

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等
囲い等
の有無

分別・
混在の別

漏れ等の
おそれ

（第１面）

保管の場所

様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）

番号

①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等

処分予定
年月

保管事業場の所在地

076-261-7111

金沢市長

保管事業場の名称

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

参考事項

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

金沢市上近江町15番地

廃棄物の種類

電話番号

量

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

保管の状況

容器の
性状

金沢中央信用組合　理事長　山口　孝

殿

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

届出者   

の規定に基づき、令和

定格
容量

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

処理業者との
調整状況

該当なし

住　所

氏　名

電話番号

濃度
区分



（日本産業規格　Ａ列４番）



型式 製造年月

該当なし

型式 製造年月
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

該当なし

（第２面）

番号

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

濃度
区分

保管開始
理由

参考事項
保管開始
年月日定格

容量

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

番号 廃棄物の種類

番号 廃棄物の種類 参考事項

保管終了
年月日

参考事項

量

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分を委託した場合

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

型式 製造年月製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

廃棄物の種類

量

該当なし

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分
年月日

自ら処分した場合

廃棄物の型式等

製造者名
定格
容量

定格
容量

処分
年月日

表示記号
等

量

濃度
区分

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

23-①、② 20 KVA 東芝 PS-6-T5 Ｓ５４ 台 kg 低濃度

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

事業場の所在地と同じ

量

総務部長　松本　利勝
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名

（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

金沢中央信用組合

金沢市上近江町15番地

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

076-261-7111

所在の場所

台数又は
容器の数

変圧器（トランス）

製品の型式等

電話番号

番号

廃棄の見込み

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

参考事項定格
容量

240.02

該当なし

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

定格
容量

製品の型式等

製品の種類

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

量
所有開始
理由

所有開始
場所

所有開始
年月日

参考事項



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

該当なし

備考

    廃棄物については記入しなくて構わない。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

１．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    こと。

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の種類

製品の型式等
所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項番号

量

定格
容量

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。



１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

（第５面）



様式第一号（一） (第九条、第二十条及び第二十七条関係）
（第1面）

ポリ塩化ピフエニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出害（保管事業者及び所有事業者用）

令和 5年6月15日
金沢市長村山卓殿

届出者

住所金沢市入江1丁目1番地

氏名余沢中央農業協同組合

代表理事組合長田村政博
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号 076－291－5000

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む｡ ）
の規定に基づき、令和 3年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

保管事業場の名称 金沢中央農業協同組合米丸支店

〒921-8013石川県金沢市新神田5丁目26保管事業場の所在地

’ ｜ 電話番号 ’電話番号特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 支店長倉健 076-291-2215

’保管の場所 石川県金沢市新神田5丁目26

①前年度の3月31日に保管していたボリ塩化ビフエニル廃棄物

廃棄物の型式等 量 保管の状況

総重量
台数又は （1台当た

処分予定

年月

濃度

区分

処分業者との

調整状況
廃棄物の種類番号

蕊製溌名
容器の囲い等分別・

性状の有無混在の別

参考事項漏れ等の

おそれ
製造年月表示記号等型式

容器の数り重壁x台
敷）

’
変圧器

(トランス） 雌鴫鷺熟分別東芝 低濃度31-001 l5KVA SII-15 1986 1 116．0kg なし 231ng/k9
~

~

~

(日本工業規格A列4番）



(第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 量

濃度

区分

保管開始

年月日

保管開始

理由
総重量
(1台当たり重

量x台数）

廃棄物の種類番号 参考事項定格

容量

台数又は

容器の数
製造者名 型式 製造年月表示記号等

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等 量

廃棄物の種

類

濃度

区分

保管終了

年月日

保管終了

理由

移動先の保管の場所並びに事業者

又は事業場の名称及び所在地
番号 参考事項総重量

（1台当たり

重量x台数）

定格

容量

台数又は

容器の数
製造者名 型式製造年月表示記号等

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 量 自ら処分した場合 処分を委託した場合
廃棄物の種

類

濃度

区分
台数又は総重量

（1台当たり

容器の数重量x台数）

番号 定格

容盆

参考事項処分処分後の廃棄物の

年月日種類及び処分先
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

処分
年月日

製造者名 製造年月型式 表示記号等



(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

l電話番号’電話番号
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名

I所在の場所

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。 ）

製品の型式等 廃棄の見込み 量
６

ｐ

ｐ

■

凸

ｐ

■

。

■

■

巳

ｐ

■

ｐ

ｐ

■

Ｆ

Ｄ

Ｄ

寺

■

、

■

■

●

■

■

■

■

。

ｑ

■

甸

句

■

Ｔ

４

ｑ

９

■

も

で

句

畢

■

ｑ

ｑ

ｅ

『

ａ

■

■

旬

ｑ

■

凸

■

■

凸

、

■

、

■

■

凸

、

■

■

凸

ｐ

■

■

■

▽

■

●

■

濃度

区分
総重量
(1台当たり重
量x台数）

製品の種類番号

蕊I製造者名1 型式：

廃棄予定

年月

処分業者との

調整状況

台数又は

個数

参考事項
製造年月 表示記号等

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

Ｕ

■

■

■

■

■

■

■

■

Ｔ

甲

■

甲

■

■

■

■

＆

■

■

甲

■

旧

■

＆

旧

■

■

■

■

４

■

■

Ｇ

Ｂ

■

■

■

Ｕ

叩

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

！

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量

所有開始

年月日

所有開始

場所

所有開始

理由
総重量
(1台当たり重

避x台数）

製品の種類番号

襄鬘 1製造者名； 型式 i製造年月
台数又は

容器の数

参考事項
表示記号等



(第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の型式等
三
塁

所有終了

年月日

所有終了

理由

移動先の所在の場所並びに事業者

又は事業場の名称及び所在地

Ｆ
■
ｐ
Ｐ
。

製品の種類番号 参考事項総重量
(1台当たり重

量x台数）

定格

容量

台数又は

容器の数
製造者名 型式 製造年月法示記号等

■

■

■

ロ

■

■

甲

＆

■

■

凸

■

句

●

■

①

凸

■

申

士

■

甲

＆

■

？

■

甲

■

■

□

＆

■

■

■

■

甲

凸

■

▽

ロ

■

■

■

９

９

■

■

~
~
~
~
~
~
~
~
~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

備考 1． この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。

2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。
3~ 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の棚には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。
4． 「番号」の棚には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例： 28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の棚には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。
6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の柵には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号
等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること （例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の棚には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の柵のうち、 「台数又は容器の数」の棚には、ポリ塩化ピフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の柵のうち、 「総重量」の棚には、ポリ塩化ピフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の棚には、 「高機度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」 として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ピフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ピフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の柵のうち、 「容器の性状」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の柵のうち、 「囲い等の有無」の棚には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14． 「保管の状況」の柵のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況」の柵のうち、 「漏れ等のおそれ」の棚には、保管中のポリ塩化ピフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。



（第5面）
16． 「処分業者との調整状況」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する
こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の棚には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること （例； 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、
「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18~ 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。
19~ 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20~ 「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ピフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。
21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフエニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用
製品以外のポリ塩化ピフエニル使用製品については、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23． 「高漉度ポリ塩化ピフエニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ピフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。
25~ 「廃棄予定年月」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフエニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については
記載しなくて構わない。

26~ この届出に係るポリ塩化ビフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を
受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた
めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下
の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知
を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28．都道府県知事が定める部数を提出すること。
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A1900035-002

年4月 15~~~ 日~~

様JA金沢中央米丸支店

エオネックス

石川県金沢市東蚊爪町1-19-4

蝋欝鯛皆雲畿件 名PCB含有機器険査

採取年月日

採取者

試験名

採取場所

2019年4月4日

由田電気管理事務所由田博

絶縁油PCB含有量試験

石川県金沢市新神田5-26 JA金沢中央米丸支店

一

型式 単相変圧器SH-15
_｣ｰ

製造会社 株式会社東参 製造番号 22937

| (定灌勤’
出力

(定格容罰
総重量
(kg)

製造年月日 1986年 15kVA 116

御依頼を受けました試料についての試験結果は次のとおりです。

試験項目 試験結果 試験方法

縊録油中のPCB簡易
定量法2．1．2※

ポリ塩化ビフェニル (mg/kg) 22

－ －
÷ a寺 ■■ ~~ ~

~

以下余白
一一 ■一－~~~ ‐巳■ ~ ~~~~

－－ ■｡－ ~~~ ~~~~~~

~ ■■ ~ ~ ~

備考※分析方法：絶縁油中の微量PCBに閏する簡易測定ﾏﾆｭｱﾙ(第3版）簡易定量法2. 1_2(平成23年5月環境省）

PCB濃度が処理の目標基準(0.5mg/kg)以下であるときは、PCB廃棄物に該当しない。

（平成16年2月17日環廃産発第040217005号）

PCB濃度が処理の目標基準(0.5mg/kg)を超えたときは、PCB廃棄物として適正に保管等の処理並びに届出を行う。

坪成17年12月19日環廃産発第051219001号）

油量; 25L

一一一一一



(第九条、第二十条及び第二十七条関係）
（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

様式第一号（一）

令和 年 月 日

金沢市長村山卓 殿

金沢市役所~ 届出者 〒920-0211
住所 石川県金沢市湊3丁目29番地1
氏名 金澤金網株式会社 代表取締役
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号076－238－4141

安田太郎

ポリ塩化ピフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）
の規定に基づき、令和5年度のポリ塩化ピフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1〃ポリ塩化ピフェニル廃棄物について

保管事業場の名称 金澤金網株式会社

保管事業場の所在地 〒920-0211石川県金沢市湊3丁目29番地1
’

｜ 電話番号 ’電話番号特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 ()76－238－4141

’ 金澤金網株式会社（工場内電気室）保管の場所

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ピフエニル廃棄物

廃棄物の型式等
リード

}.1.1 保管の状況
『

処分予定

年月

濃度

区分

処分業者との

調整状況
台数又は;総重通廃棄物の種類番号

臺鶯i雌者名|型式，製造年月|赫記鶚 胃 , lWf瀞|W鰯熟’, |噸？
参考事項

容器の数獣調
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該当なし

(日本産業規格A列4番）



(第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

国

四

口

ｑ

■

０

■

ご

一

’

１

！廃棄物の型式等
1
1

保管開始

年月日

保管開始

理由

濃度

区分
総重量
(1台当たり重

雄x台数）

参考事項台数又は

容器の数

廃棄物の種類番号

襄蕊 ｜製造者名｜ 型式 ~製造側i赫謡鱒
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~

該当なし

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ピフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

'一1.

m上廃棄物の型式等

移動先の保管の場所並びに事業者

又は事業場の名称及び所在地

保償;終了

理由

波皮

区分

保管終了

年月日

Ⅱ
０
■
ｑ
Ｉ
Ｈ
２
０
２
４
９
旬
日
０
１
０
■
１
勺
１
勺
１
勺
９
９
勺
１
勺
■
■
０
廿
守
８
８
Ｐ
Ｆ
ｂ
Ｂ
Ｉ
Ｂ
■
Ｕ
Ｂ
Ｐ
ｂ
Ｉ
４
■
Ⅱ
■
Ⅱ
■
？
＆
８
■
Ｕ
■

参考事項総重量
（1台当たり

重蹴x台数）

番号 廃棄物の種類 台数又は

容器の数

z

襄篶i雌洲型式:製造年臓承認職。

申
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該当なし
1

1
~

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

自ら処分した場合 処分を委託した場合壁廃棄物の型式等
濃度

区分
台数又はI総重量

容器の数關期
参考事項番号|廃棄物の種瓶

熟製造糊|型式I製造年月|赫記識
処分：処分後の廃棄物の

Q

年月日；種類及び処分先 囎請Ei処分謡者の
処分
年月日

該当なし

~~ p
D

p

~



(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

電話番号

’所在の場所

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ピフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

製品の型式等 廃棄の見込み 量

濃度

区分
総重量
(1台当たり重

量X台数）

製品の種類 参考事項番号 定格

容量

廃棄予定

年月

処分業者との

調整状況

台数又は

個数
製造者名 型式 製造年月媛示記号等

１
１

含有濃度

1.2nlg/kg

(2022/6に判明）
変圧器 150kVA 1 東芝 ! HCR-S2 : 1980年； － 1台 : 480kg 低濃度5-001

■

日

日

■

■

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等
'三1‘

蠅土

所有開始

年月日

所有開始

場所

所有開始

理由
総重量
(1台当たり堕

晶x台数）

番号 製品の種類

蕊|製造者名｜ 型式 i製造年月1表示記騨
台数又は

容器の数

参考事項

~
~
~該当なし
I

I



(第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の型式等 鼠

移動先の所在の場所並びに事業者

又は事業場の名称及び所在地

所有終了

年月日

所有終了

理由
参考事項総重量

(1台当たり重

批x台数）

製品の種類
Ⅱ

番号 台数又は

容器の数襄勵雌洲型式蕊造年月簔示謡等

該当なし

1． この届出書は、ポリ塩化ピフエニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフエニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。
3~ 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の棚には、ポリ塩化ピフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の柵には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。
4． 「番号」の柵には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例： 28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。
6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号
等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の柵には、高濃度ポリ塩化ピフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の柵のうち、 「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の欄のうち、 「総重量」の棚には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」 とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品以外
のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の柵のうち、 「容器の性状」の棚には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の柵のうち、 「囲い等の有無」の棚には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14~ 「保管の状況」の柵のうち、 「分別・混在の別」の柵には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況」の柵のうち、 「漏れ等のおそれ」の柵には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



（第5面）
16~ 「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する
こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17~ 「参考事項」の棚には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、
「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。
19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20． 「処分年月日」の棚には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。
21~ 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22~ 「①前年度の3月31日に使用していたボリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用
製品以外のポリ塩化ピフエニル使用製品については、ボリ塩化ピフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ピフエニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ピ
フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフエニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。
25． 「廃棄予定年月」の棚には、高濃度ポリ塩化ビフエニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については
記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を
受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた
めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下
の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知
を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28．都道府県知事が定める部数を提出すること。
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試験結果報
生
ロ

圭
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2022年6月14日

金澤金網株式会社様

2022年6月9日依頼による濃度に係る試験結果を次のとおりご報告します。

分析所長小渡

駕
受付区分：送付

｜低濃度PCB分析
｜絶縁油

試 験 の 結

試料情報

件 名

試験の対象

果
試験方法

PCB (mg/kg)

平成23年5月
環境省
大臣官房廃棄物･リサイクル
対策部産業廃棄物課

試料No.

製造社名

製品名

形式

製造番号

製造年月

容量

電圧

総重量

油量

採取年月日

採取場所

試料採取者

2
－

東芝

変圧器

HCR-S2
絶縁油中の微量PCBに関する
簡易測定法マニュアル
第3版2.1.1

80010654

1980年

「高濃度硫酸処理/シリカゲ
ルカラム分画/キャピラリー
ガスクロマトグラフ/電子捕
獲型検出器(GC/ECD)法」

150kVA

6600/210-105V

480kg

120L

2022年6月7日

石川県金沢市湊3丁目29番地1

一般財団法人北陸電気保安協会

金沢地区本部

1．2

備 考

・当重電機器は、環循規発第1910112号及び環循施発第1910111号(令和元年10月11日）により、

絶縁油中PCB濃度が、ポリ塩化ビフェニル汚染物等の該当性判断基準である0.5mg/kgを

［
超えているのでPCB汚染物に該当します。

･5000mg/kg以下は低濃度PCB汚染物、 5000mg/kg超過は高濃度PCB汚染物です。

※分析法検出下限値(MDL) : 0． 15mg/k9

~

低濃度

PCB



様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）
（第１面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

令和５ 年 5 月 25 日
金沢市長 殿

届出者   
住　所 金沢市小立野５丁目１１番１号

氏　名 公立大学法人 金沢美術工芸大学
          理事長　山崎 剛
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号 076-262-3531

の規定に基づき、令和 3 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

保管事業場の名称  金沢美術工芸大学

保管事業場の所在地  金沢市小立野５丁目１１番１号

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名  事務局長　松本 季之 電話番号  076-262-3531

保管の場所  保管事業場の所在地に同じ

番号 廃棄物の種類

廃棄物の型式等 量 保管の状況

参考事項
製造者名 型式 製造年月

(B)28-1 動力トランス 100 KVA 東芝 HCTR-L5 S47 1 台 409.0 kg 低濃度 金属製箱 分別 なし

(A)28-2 開閉器 200 A Dau s-6 S47.2 1 台 75.0 kg 低濃度 金属製箱 分別 なし

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

処分予定
年月

濃度
区分

処理業者との
調整状況定格

容量
表示記号

等
台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

容器の
性状

囲い等
の有無

分別・
混在の
別

漏れ等の
おそれ

囲い有
、掲示

有

PCB2.4㎎/
㎏

彈電機
製作所

囲い有
、掲示

有

PCB3.7㎎/
㎏



(C)28-3 油入開閉器 200 A DSF5MCP S47.3 1 台 178.0 kg 低濃度 金属製箱 分別 なし

(D)28-4 油入開閉器 200 A DSF5MCP S47.3 1 台 178.0 kg 低濃度 金属製箱 分別 なし

(E)24-1 100 KVA HCTR-L5 S47 1 台 603.0 kg 低濃度 金属製箱 分別 なし

(F)29-1 変圧器 100 KVA HCR-L5 S47 1 台 420.0 kg 低濃度 金属製箱 分別 なし

(G)29-2 変圧器 100 KVA HCR-L5 S47 1 台 420.0 kg 低濃度 金属製箱 分別 なし

(H)29-3 50 KVA S47 1 台 77.0 kg 低濃度 金属製箱 分別 なし

(I)29-4 100 A DanS-6-K S47.1 1 台 76.0 kg 低濃度 金属製箱 分別 なし

(J)29-5 油遮断機 400 A S47.1 1 台 71.5 kg 低濃度 金属製箱 分別 なし

（日本工業規格　Ａ列４番）

彈電機
製作所

囲い有
、掲示

有

PCB5.3㎎/
㎏

彈電機
製作所

囲い有
、掲示

有

PCB8.7㎎/
㎏

変圧器（トラ
ンス）

東京芝浦
電気

囲い有
、掲示

有

PCB1.7㎎/
㎏

東京芝浦
電気

囲い有
、掲示

有

PCB0.91㎎/
㎏

東京芝浦
電気

囲い有
、掲示

有

PCB1.0㎎/
㎏

進相コンデン
サ

東京芝浦
電気

ORTR-
A6CR

囲い有
、掲示

有

PCB0.89㎎/
㎏

油入コンデン
サ開閉器

彈電機
製作所

囲い有
、掲示

有

PCB9.8㎎/
㎏

東京芝浦
電気

SKT1-
6H10

囲い有
、掲示

有

PCB7.3㎎/
㎏



（第２面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

番号 廃棄物の種類

廃棄物の型式等 量

参考事項
製造者名 型式 製造年月

該当なし

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

番号 廃棄物の種類

廃棄物の型式等 量

参考事項
製造者名 型式 製造年月

該当なし

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

番号 廃棄物の種類

廃棄物の型式等 量 自ら処分した場合 処分を委託した場合

参考事項
30 型式 製造年月

該当なし

濃度
区分

保管開始
年月日

保管開始
理由定格

容量
表示記号

等
台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

保管終了
年月日

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地定格

容量
表示記号

等
台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分定格

容量
表示記号

等
台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分
年月日

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分委託
年月日

処分受託者の
名称

処分
年月日



（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称  金沢美術工芸大学

所在事業場の所在地  金沢市小立野５丁目１１番１号

 事務局長　松本　季之 電話番号  076-262-3531

所在の場所  保管事業場の所在地に同じ

番号 製品の種類

製品の型式等 廃棄の見込み 量

参考事項
製造者名 型式 製造年月

該当なし

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

製品の型式等 量

参考事項
製造者名 型式 製造年月

該当なし

ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

濃度
区分定格

容量
表示記号

等
廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由定格

容量
表示記号

等
台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）



（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

番号 製品の種類

製品の型式等 量

参考事項
製造者名 型式 製造年月

該当なし

備考 １．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

該当なし

該当なし

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

該当なし

該当なし

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    こと。

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地定格

容量
表示記号

等
台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）



（第５面）

１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ
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